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Abstract
　　This paper discusses characterizing and validating potential sites for high level radioactive 
waste disposal along the coastal areas using newly developed geophysical prospecting tools.  The 
specific objective of this paper is to develop an electromagnetic （EM） technology for investigat-
ing the subsurface to the depths of 1,000 m below the seafloor in the near-shore environment.  
The depth to the sea floor is up to 200 m.  Characterization and validation of a site for high level 
radioactive waste disposal require a detailed knowledge of both the geological structures and the 
groundwater characteristics.  The commercial as well as research-based marine controlled-source 
and natural-source EM technologies are available, however, there has been little work done in 
shallow water depths environment using such technologies.  Here, we report the state-of-the-art 
EM method with applications to coastal areas with shallow water depths environment.  Marine 
EM instrument developed is appropriate for investigating shallow water environment near 
coastal area.  The interpretational technology for EM data is focused on 3-D magnetotelluric （MT） 
and 2.5-D controlled-source electromagnetics （CSEM）.  This paper demonstrates the perfor-
mance of the new type of instrument and software, and the field experiment that was carried out 
in the Monterey Bay of California, USA, in 2003 and 2004.  Additionally, we demonstrate inter-
pretation techniques applied to characterizing groundwater using MT3-D result of Horonobe, 
Hokkaido.
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I．は じ め に

　高レベル放射性廃棄物地層処分事業（以下，
HLW地層処分）における最終処分場は，内陸域
から沿岸域までの広い範囲の中から選定されるこ
とが考えられるため，（原子力発電環境整備機構, 

2004），わが国の多様な地形地質に適応しつつ，
地質環境特性を把握することができる信頼度の高
い調査技術が求められている。このような背景の
中，（財）原子力環境整備促進・資金管理センター
（以下，RWMC）は，経済産業省からの委託事業
として HLW地層処分の候補地選定段階で適用さ
れる物理探査技術の高度化開発を実施してきた。
この内，電磁法探査技術の高度化開発では，従来
技術で調査が困難とされる沿岸域，特に結晶質岩
分布域での断層をはじめとする地質構造調査の探
査能力向上が重要と考え，浅海用海底電磁法の機
器開発並びに解析技術の整備を進めてきた（吉村
ほか, 2004a, b）。また併せて沿岸域も含めた幅広
い調査地域において，地下構造を信頼性高く把握
できる 3次元電磁法探査の解析技術の整備も進
めてきた。
　本小論では，沿岸部での調査の必要性を踏ま
え，はじめに沿岸域で適用できる計測技術および
解析技術の開発内容について述べ，次に，開発し
た各技術の信頼性を確認するために実施した
フィールド試験について述べる。このフィールド
試験は，米国カリフォルニア州沿岸域において，
既往調査によって陸域から海域まで延長している
と推定されている断層を対象にして実施したもの
である。我々は試験を通じて，開発した浅海用海
底電磁法の計測機器の作動確認を行うとともに，
取得したデータから浅海域における断層の位置・
形状把握や，岩盤の広がり・健全性の推定に対す
る海底電磁法探査の有効性などについて検討し
た。最後に，新たに開発した解析技術のうちMT

（マグネトテルリック）法 3次元ソフトウェアを
用いて，北海道幌延町で取得した 3次元MT法
データの解析を試みた結果を述べる。ここでは，
3次元解析から得られた比抵抗値と地下水の塩濃
度との間に良い相関が見られたことから，3次元

MT法により得られた比抵抗分布から，水質が異
なる地下水の分布状況を推定する試みについて述
べる。

II．電磁法調査技術の高度化検討

　1）計測機器の開発
　海水は良導体であるため，短周期成分の減衰が
激しい。そのため，既存技術による海底電磁法で
の測定は長周期成分に限定されていた。長周期成
分のデータが反映する地下構造は海底下数10 km

以深であり，海底下数 kmまでの浅部構造に対応
する短周期成分のデータ取得は既存技術では困難
であった。一方，近年の電子機器の発展にともな
い微弱な電磁場を測定できる装置が開発され
（Constable et al., 2000），数 10 Hz程度の高周
波数まで観測可能なMT法装置を用いて，海底
下数 km程度の石油・天然ガスの探鉱に利用され
るようになってきている。海底で使用する既存の
MT法装置の特徴は，水深数 100～数 1,000 m

での適用を考慮した記録部（アルミニウム製耐圧
容器の採用，大規模データ量に対応したハード
ディスク記憶録装置など），深海に適した設置・
回収方法（音響信号によるシンカー切り離し・フ
ロートによる自己浮上式）を用いている点である
（図 1）。
　RWMCは，機器開発を進めるに当たり，浅海
域は波浪の影響や社会活動による電磁波等の高ノ
イズ環境が予想されること，港湾施設，船舶航行
や漁業等に関連する調査の制約があることなどを
考慮し，浅海域における調査環境に適応するため
に表 1に示す改良点を抽出し，プロトタイプの
測定機器を設計・製作した（吉村ほか, 2002a, 

2003a, 2004a, b）。製作した浅海用測定機器は，
水深 10 mから 200 m程度の海域に適用する低
床式スタンドアローン型と，さらに水深の浅い波
打ち際での測定に使用するケーブル型の 2種類
である（図 2，3）。前者は電場と磁場の両方を取
得する機能を有する。一方，波打ち際では，強い
波浪によってインダクションコイルを使う磁場観
測が，ほとんど不可能であったこと，また波打ち
際での測定の場合，磁場データは海岸域で測定し
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たものをほぼ代用できる見通しがあることから，
ケーブル型は電場のみの測定装置とした。
　浅海用測定機器の特に波浪の影響に関する改良
効果を確認する目的で，平成 15年 4月にカリ
フォルニア州サンディゴ市沿岸域で，既存MT

装置と本研究で新たに製作した低床式スタンドア
ローン装置を用いた浅海試験を実施した。この試
験内容の詳細は，吉村ほか（2004d）に述べてい
るため，ここでは，その概略のみを紹介する。試
験地域位置を図 4に示す。機器を投入した海域
の水深は，平均 18 mである。図 5に両装置から
得られたデータから算出した試験海域の見掛け比
抵抗曲線を示す。横軸が周期（秒），縦軸が見掛
け比抵抗値（Ω・m）である。図 5から，既存の
MT装置では，1秒から 10秒間のデータ品質が
不良であること，一方で低床式スタンドアローン
装置のデータから処理された見掛け比抵抗曲線
は，全周期に渡って良好な結果が得られているこ
とがわかる。
　この試験結果から，新たに開発した測定装置に
よる波浪への有効性を確認することができた。
　2）解析技術の開発
　浅海域で取得したデータは陸上データと統合し
て解析することで，沿岸域において連続した比抵
抗構造を求めることができる。そこで，海水，大
地及び空気層という極めて比抵抗コントラストの
大きな媒質が隣接する沿岸域においても十分な精
度で解析できる電磁法ソフトウェアを開発した

図 1　 既存の海洋 MT 法装置の外観（http: //mahi.
ucsd.edu/SEMC/SlideShow/index.htmlより
転載）．

Fig. 1　 Outline of the conventional marine mag-
netotelluric instrument （http: //mahi.ucsd.
edu/SEMC/SlideShow/index.html）.

表 1　開発した浅海用MT法装置の特徴．

Table 1　Characteristics of the developed magnetotelluric instrument for near-shore environment.

項　目 既往技術 開発内容 得られた効果

A/Dコンバータ 16ビット 24ビット ・ 量子化ノイズに汚染された信号成分
の抽出
・S/N比の向上

サンプリング周波数 最大  31.25 Hz/ch 1,000 Hz/ch ・浅部領域の解析精度の向上
・比抵抗構造分解能の向上

データ記録 ハードディスク 大容量フラッシュ
メモリー（1～ 4 GB）

・電磁ノイズの削減
・将来的に大容量に拡張可能
・機械駆動無く，衝撃に高信頼性

耐圧容器 アルミ製
（水深 6 km）

非磁性体材質：
硬質塩化ビニール

・高周波数帯測定の品質向上

設置・回収 自己浮上 アンカードブイ方式／
ケーブル方式

・ フロート廃止／低床化 :波浪影響の
低減
・小型 /軽量化 :操作性の向上
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図 2　（a）開発した浅海用電磁法受信器（スタンドアローン型）．
　　　　　　　　　   （b）海底設置時の様子．

Fig. 2  （a） Developed electromagnetic receiver for near-shore environment （stand-alone type）.
 （b） A setting of the instrument to the bottom of the sea.

（a） （b）

図 3　（a）開発した浅海用電磁法受信器（ケーブル型）．
　　　　　　　　　　　  （b）ケーブル型受信器の写真．

Fig. 3　（a） Developed electromagnetic receiver for near-shore environment （cable type）.
　　　　　     （b） The photograph of cable type electromagnetic receiver.

（a） （b）

図 4　 カリフォルニア州サンディエゴ市沿岸にお
ける機器性能比較試験位置図．

Fig. 4　 Location of the instrument tests for comparison 
at the coast of San Diego, California.
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（a） （b）

図 5

図 6

図 7
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（吉村ほか, 2002b, 2003b, 2004c）。開発したソフ
トウェアは，人工信号源を用いる電磁法の 2.5次
元解析ソフトウェアと，太陽風などによる自然界
の電磁場を利用するMT法の 3次元解析ソフト
ウェアの 2種類である。人工送信源電磁法は，自
然信号を用いたものと比べて安定した信号を利用
するため，ノイズが卓越する地域での適用が効果
的である。また，送受信形態として電場もしくは
磁場の選択が比較的自由に行える利点があるた
め，現場測定におけるロジステックスへの制約が
少ない。一方でMT法は，信号源が遠方にあるた
め入力波の平面波仮定が成り立ち，データ解析が
人工送信源電磁法に比べて容易である利点がある。
　今回開発したソフトウェアでは，大規模行列計
算の計算速度と精度を向上させるために，相反定
理（送信点と受信点の位置を仮想的に交換して計
算量を削減する）による計算時間の軽減を図った。

III．沿岸域の伏在断層での開発技術現地試験

　浅海用電磁法計測機器の性能確認と 2.5次元解
析コード（吉村ほか, 2004d）の妥当性の確認を

目的として，既往の地質情報により断層の存在が
知られている沿岸海域を対象とした現地試験を米
国カリフォルニア州モンテレー湾で実施した。既
存資料に基づき，以下に当該地域の地質概要を述
べる。
　1）試験対象となった断層の既往地質情報
　現地試験を実施したモンテレー湾は，北米太平
洋岸のサンフランシスコから約 100 km南方に位
置する南北約 40 km，東西 10～ 15 kmの西に開
いた湾である。モンテレー湾での調査範囲を図 6

に示す。また，既存の反射法の測線と簡略化した
地質図を図 7に示す（Greene and Kennedy, 1989; 

Greene and Hicks, 1990）。図 7によると，湾南
西方のモンテレー半島及びその周辺海域下には，
中生代白亜紀の花崗閃緑岩が広く分布し，この岩
体の上位及び周辺には海成のシルト岩と砂岩から
なる新第三系堆積岩類が分布する。そして，これ
ら花崗閃緑岩と新第三紀堆積岩を覆って第四紀の
堆積物が分布している。
　当該地域周辺の断層構造としては，モンテレー
半島の北東側に卓越するモンテレー断層帯（Mon-

図 5　 （a）低床式スタンドアローン受信器と（b）既存型海洋 MT 法装置による見掛比抵抗値の比較．機器形
状の低床化の効果により，周期 10 秒を中心に，データ品質の向上が認められる．（緑線：x 方向の電
場と y方向の磁場から算出；橙色：y方向の電場と x方向の磁場から算出）．

Fig. 5　 Comparison of apparent resistivity data obtained from the stand-alone type （a） with the conventional type 
（b）. Data quality becomes better at around a period of 10 seconds with the stand-alone type （green dots are 
calculated from electric field along x-axis and magnetic field along y-axis, while orange dots are calculated 
from electric field along y-axis and magnetic field along x-axis）.

図 6　モンテレー湾における調査地域位置図．

Fig. 6　Location map of the studied area.

図 7　 地質図及び反射法測線位置図 （Greene and Kennedy, 1989; Greene and Hicks, 1990より転載および加筆）．
　　　  Q：第四紀未固結堆積物， Q/Qd：三角州堆積物， Q/QTpr：鮮新世及び更新世未固結堆積物（層厚 3 m

以上）， Q/Tpp：鮮新世の砂岩・シルト岩， Tmm：中新世の砂岩・泥岩， Q/Tmm：中新世の砂岩・泥岩（層
厚 3 m 以上）， gdp：花崗閃緑岩，赤線：第四紀層を切る断層， 赤破線：同推定部， 黒線：第三紀層かそ
れ以前の地層を切る断層， 黒破線：同推定部．

Fig. 7　 Location map and simplified geological map of the marine seismic surveys （modified after Greene and 
Kennedy, 1989 & Greene and Hicks, 1990）.
Q : Quaternary unconsolidated deposits, Q/Qd : Deltaic deposits, Q/QTpr : Pliocene and Pleistocene 
unconsolidated deposits （greater than 3 m）, Q/Tpp : Pliocene sandstone and siltstone, Tmm : Miocene 
sandstone and mudstone, Q/Tmm: Miocene sandstone and mudstone （greater than 3 m）, gdp : granodiorite, 
red and black line : Faults （Red line indicates the fault cutting Quaternary strata. The black indicates the 
fault cutting Tertiary or older strata. The solid line means well-defined fault and dashed line inferred）.
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terey fault zone）があげられる。断層の多くは
北西－南東方向の走向を有し，これらはカリフォ
ルニア州西部を 1,200 km以上に渡って通過する
サンアンドレアス断層と同系である。モンテレー
断層帯の一部は海域部にも及ぶと考えられてお
り，このうち最もモンテレー半島寄りに位置し，
連続性の高いものが，今回の現地試験で調査対象
としたネービー断層である。なお，断層の分布位
置の信頼度に関して，図 7では，信頼度の高い
ものが実線，信頼度の低い部分が破線で表現され
ており，ネービー断層の最も信頼度の高い箇所は
モンテレー半島北方の海域部であり，試験地を含
む海岸付近の陸域・浅海域は信頼性が低い破線で
表現されていることがわかる。
　海域における断層分布位置は，主に音波探査に
基づいて推定されており，このうち信頼性が高い
とされる半島北方ではマルチチャンネル式音波探
査が実施されていて（図 7，8），その解析断面で
は，南西の花崗閃緑岩分布域側が隆起し，北東側
が沈降する断層が確認されている（Greene and 

Hicks, 1990）。
　一方で，モンテレー半島北東側の湾奥部では，
陸域が近く水深が浅いことや，水棲動物保護など
の制約によりマルチチャンネル式音波探査が実施
されておらず，シングルチャンネル式音波探査が
半島から湾に沿うように南西‒北東方向の測線で
実施されている（図 7）。
　その探査結果によると，新第三紀層が北東方向
に厚く発達する傾向は読み取れるものの，正確に
断層を特定できるほどには至っておらず，反射法
地震探査の解析断面図では信頼度の低い点線の表
現となっている（図 9）。陸域における断層分布
位置に関しては，内陸の丘陵部において断層を示
唆する地形が判読でき，地質編纂図では比較的信
頼度の高い破線で表現されるが，海岸部～平野部
においては海浜性の堆積物などに覆われているこ
とから信頼性は低い。
　試験地周辺のその他既存地質資料としては，海
域を対象とする空中磁気探査の解析結果がある
（Greene, 1977）。磁気異常図によると，磁気異
常の走向は NW-SE系が卓越し，推定される断層

系と方向性が一致するものの，この情報のみでは
正確な断層位置の特定は困難である（図 10）。
　2）海底電磁法の適用
　上述のように，既存資料から想定される沿岸部
のネービー断層位置の詳細については不確実な部
分があり，また，断層の地下への分布延長も不明
である。そこで，これらを探査の対象として平成
15年 10月，平成 16年 1月，10月にモンテレー
湾内において電磁法の適用試験を実施した。
　測線位置を図 11に示す。各測線は，海岸線に
ほぼ平行である。低床式スタンドアローン型受信
器では，水平電場 2成分（Ex, Ey）及び水平磁場
2成分（Hx, Hy）を取得し，ケーブル型受信器では，
水平電場 1成分（Ex）のデータを取得した。サン
プリング周波数は，何れも 1 kHzである。また，
平成 15年度 10月の試験では，既存の海底電磁
法装置を合わせて投入し，低床式スタンドアロー
ン型受信器と比較した。2.5次元解析のための適
用試験では，人工送信源を用いた観測に加えて，
自然信号の観測を合わせて実施した。人工送信源
として海岸にほぼ平行に約 350 mの電場バイ
ポールを展開した。送信周波数は，28 Hzから
2－4 Hzまでの，各 2のべき乗の短矩形波である。
　3） 電磁法解析結果の考察
　各測線から取得されたデータの 2次元解析を
行った。観測データの例および解析結果を図 12

に示す。インバージョン解析による観測値と計算
値とのRMS誤差は，各測線とも 0.1以下である。
また，図 12に示した Line-Cの比抵抗断面図か
ら解釈を行った結果を図 13に示す。なお，解析
周波数は 250 Hzから 0.1 Hzまでである。
　2次元解析によって海底下 700 m程度までの
比抵抗構造を得た。ここから，調査地南西側に
は，海底近傍から数 100～ 1,000Ω・m以上の
高比抵抗領域が分布すること，北東側では，浅層
で 1～ 2Ω・m，中深部でも 10数Ω・m以下の
低比抵抗の領域が拡がることが分かった。また，
この低比抵抗域の下位に，150～ 1,000Ω・m程
度と比較的高比抵抗の領域が分布するのが見られ
る。南西部の高比抵抗領域と北東部の低比抵抗領
域との間には，150Ω・m前後で比抵抗値が不連
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図 8　 マルチチャンネル式反射法解析断面（Greene and Hicks, 1990 より転
載および加筆）．

Fig. 8　 Seismic cross-section of the multi channel survey （modified after Greene 
and Hicks, 1990）.

図 9　シングルチャンネル式反射法解析断面（Greene, 1977より転載および加筆）.

Fig. 9　Seismic cross-section of the single channel survey （modified after Greene, 1977）.
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図 10　磁気異常図（全磁力異常（nT）, Greene, 1977より転載および加筆）．

Fig. 10　 Geomagnetic anomaly map （Geomagnetic total force （nT）, modi-
fied after Greene, 1977）.

図 11　電磁法測点位置図．
Tm：中新世堆積岩，Qs：第四紀未固結砂岩，Qfd：第四紀チャネル性
堆積物，Qaf：人工地盤．

Fig. 11　Locations of the marine electromagnetic surveys.
Tm: Miocene sedimentary rocks, Qs : Quaternary soft sandstone, Qfd : Qua-
ternary channel sediment, Qaf : Artificial fill.
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図 12　電磁法解析結果．
断層付近の見掛比抵抗曲線の例（a）Line-A，（b）
Line-B，（c）Line-C，（d）Line-D，及び（e）2次元
解析結果断面図．人工および自然信号を利用した．

Fig. 12　Representation of apparent resistivity section.
（a） Line-A, （b） Line-B, （c） Line-C, （d） Line-D, and 
（e） 2D cross-section. Apparent resistivity represen-
tation along Navy fault used artificial and natural 
electromagnetic signal.

図 13　電磁法解析結果の解釈．
150Ω・m付近を境に，比抵抗構造が変化しており，
これは堆積岩と花崗岩類への岩相変化に対応するも
のと解釈される．

Fig. 13　 Interpretation of geological structure by electro-
magnetic method. Resistivity representation de-
scribes faces change between sedimentary rocks 
and granites.

図 12

図 13
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続となる領域が高角度で分布するが，この不連続
な領域は各解析断面において同様に現れ，ほぼ同
一面上に繋がる（図 12）。
　岩石・地盤の比抵抗は，間隙率，水飽和度，間
隙水の電気伝導度，鉱物の有する導電性などに
よって支配されるが（例えば, Archie, 1942; Ka-

tsube and Hume, 1983など），健全な花崗岩の
場合，図 14に示すように数 100～数 1,000Ω・
m以上の比抵抗になることが一般的なことから
（物理探査学会, 1989），上述の南西部の高比抵抗
領域や北東部深部の高比抵抗の領域は，花崗閃緑
岩分布域に相当するものと解釈した。一方で，北
東部浅部～中深部の低比抵抗領域は，間隙率の大
きな新第三系堆積岩類や第四系被覆層に相当する
と考えられる。両者を画する 150Ω・m前後の
比抵抗不連続の領域は，断層に伴う破砕帯や亀裂
質な領域，もしくは断層によって画された花崗閃
緑岩／堆積岩境界に対応するものと推定され，基
本的には断層の地下深部への分布延長を反映して
いるものと考えられる。そしてこれらの解釈に従
うと，断層北東側の堆積岩類の層厚は，概ね数

100 m程度と見積もられる。また，花崗閃緑岩
側は，その中心部は 1,000Ω・m以上の高比抵
抗となっており健全な岩盤と考えられること，岩
体縁辺部では，風化・変質もしくは亀裂質な岩盤
となっていることなどが推定できる（図 13）。
　以上のように，海域における電磁法の適用により，
　・断層の分布位置
　・断層の地下深部への延長
　・岩盤の健全度／劣化状況
といった当該地域の地質環境の理解に対して，既
存資料のみからでは入手困難な有用情報を提供す
ることが可能になった。

IV．地下水の水質情報取得に向けた 

適用可能性検討

　HLW地層処分事業における地質環境調査で
は，上述の検討で取り扱ったような断層の位置や
性状に関する情報が重要であるほか，特に沿岸域
では，塩水と淡水の空間分布に関する情報が重要
である。一般的な水質調査では，既存の湧水や井
戸，トンネル，調査ボーリング等からの採水及び

図 14　岩石の比抵抗（物理探査学会, 1989より引用）．

Fig. 14　 Varieties of rocks resistivity （Society of Exploration Geophysicists of 
Japan, 1989）.
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水質分析に基づき地下水の水質が検討される。
HLW地層処分事業における地質環境調査では，
将来の天然バリアとして期待する岩盤の性能を確
保するために，設置できる調査ボーリングに限り
のあること，利用できる湧水や井戸の存在は地域
依存性が高いことなどから，水質に関しては散在
的な情報となることが想定され，数 km2以上に
及ぶ検討対象領域を評価する上で，より多くの情
報を取得することは重要な課題である。
　既述のように，岩石・地盤の比抵抗を決める要
因の 1つは，間隙水の電気伝導度である。すな
わち比抵抗情報の中には地下水の塩濃度に関する
情報が含まれている。ここでは，電磁法などによ
る地下の比抵抗情報に基づき，地下水の塩濃度を
評価する手法の可能性について検討する。
　1）既往研究報告に基づくフィージビリティ検討
　Archie （1942） によれば，岩石の比抵抗は，基
本的に間隙率，水飽和度，間隙を埋めている水の 

比抵抗に支配され，間隙率を{，水飽和度を S， 
間隙水の比抵抗を tWとすれば，岩石の比抵抗
tRは，
　 a S

R W
m n: : := {- -t t  （1）

で表される。ここで，a，m，nは岩石の性質に
依存する定数であり，aは迂回係数，mは膠結係
数，nは飽和係数と呼ばれ，砂岩では a = 0.5～
2.5，m = 1.3～ 2.5，n = 2が適用されることが
多い（物理探査学会, 2005）。また，水飽和率が
100％（S = 1）のとき，

　 /F a m
R W

:= = {-t t  （2）

となり，Fを地層比抵抗係数と呼ぶ。地層比抵抗
係数は迂回係数と間隙率の関数であり，岩石の間
隙の大きさや形状およびその分布状態を反映する
と考えられる。
　この他にも，石油を胚胎する多孔質な地層を対
象として，液相と粘土鉱物のような導電性粒子が
並列回路をなすモデルなどが提案されており（例
えばPatnode and Wyllie, 1950; Bussian, 1983），
粘土鉱物を含まない岩石や地盤にも，液相との並
列回路として固相‒液相の境界に形成される表面

伝導現象を考慮した電気比抵抗モデルが提案され
ている（Katsube and Hume, 1983）。
　Katsube and Hume （1983）によると，岩石の
比抵抗は，

　 / / /F1 1 1
CR W

= +t t t  （3）

　 d F
C S
=t t  （4）

　F a m= {-  （5）

［ここで，tC：表面容積比抵抗（媒質の比
抵抗），F：真の地層比抵抗係数，d：間隙
の幅，tS：表面比抵抗］ 　　　　　　　　

となる。
　鈴木 （2003）は，わが国の火成岩類や堆積岩類
の試料を用いて，間隙水を様々な濃度の KCl溶
液で置き換えた比抵抗測定を実施し，Archie 

（1942），Katsube and Hume （1983）の関係の
成立する範囲の確認を行っている（図 15）。これ
によると，火成岩類および堆積岩類に共通して，
下記が成立するとしている。
　・各種岩石の試験を通して得られる測定結果
は，Katsube and Humeモデルに基づく岩石試
料比抵抗の実験式と整合的である。
　・岩石試料比抵抗は，間隙水が淡水の領域にな
ると，その比抵抗に関係なく一定となり，表面容
積比抵抗の効果が確認された。
　・間隙水の比抵抗が 1Ω・m以下の低比抵抗
の場合，岩石試料比抵抗と間隙水比抵抗の関係は
比例関係にあり，この範囲であれば Archie の式
が成立する。
　2）電磁法の現地適用試験に基づく可能性検討
　上記，既往の研究報告を踏まえ，実際のフィー
ルドにおいて電磁法の適用試験を実施し，地下水
の塩濃度を推定する手法を検討した。対象とした
フィールドは，北海道幌延町に位置する（独）日
本原子力研究開発機構幌延深地層研究センター
（以下，JAEA）周辺の地域である。当該地域は，
新第三紀の声問層，稚内層といういずれも均質な
泥質岩からなる地層が分布する地域であり，地下
深部に塩濃度の高い地下水の存在が知られている
（核燃料サイクル開発機構, 2005）。現地試験には
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図 15　 岩石比抵抗‒間隙水比抵抗の関係（鈴木, 2003 より引用）．堆積岩の例 . 図中の実線は，間隙水 1 Ω・m
を示す．それ以下では， Archie（1942）の関係が成立し，岩石比抵抗値と間隙水比抵抗値が比例する．
図中の破線は，間隙水 10～ 100Ω・mの範囲を示す．この領域では，間隙水比抵抗値（tW）に関係なく，
岩石比抵抗値が，ほぼ一定の値を示すようになる．

Fig. 15　 Relation between resistivity of rock and that of pore water （after Suzuki, 2003）. A solid gray line indicates 
pore water resistivity of 1Ω・m. This figure shows that resistivity of  rock is proportional to that of pore 
water when pore water resistivity is lower than 1 Ω・m, suggesting that the Archie’s low is applicable. 
Brocken lines indicate the pore water resistivity of 10 Ω・m and 100 Ω・m. In this range of pore water 
resistivity, resistivity of rock is not sensitive to that of pore water.
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電磁法（AMT法）を適用し，「電磁法高度化」
の一環として開発した 3次元解析コードを用い
解析を行った。本解析コードは，解析の 3次元
化により，断層などの縦型構造をはじめとする地
質構造の検出能力を向上させたものであり，地形
効果補正などの機能を備えている。なお，本試験
は，RWMC-JAEA共同研究の一環として実施し
ているものであり，解析結果およびその解釈につ
いては，妥当性を含めて現在検討中であり，別の
機会にて詳述したいと考える。
　ここでは，電磁法（AMT法）3次元解析結果
から得られた解析グリッドの比抵抗値から，Ar-

chieの式に基づいて当該グリッドの間隙水（地
下水）の比抵抗値（≒塩濃度）を推定し，ボー
リング孔における地下水サンプルの水質分析（塩
濃度）や孔内水電気伝導度検層などの計測に基づ
く地下水比抵抗と比較することによって，調査技
術としての信頼性を検討した。
　なお，地下水位以下を検討の対象とし，水飽和
度は 1とした。また，迂回係数 aに関しては，
測定データが得られておらず，当該地域が岩相変
化の少ない泥岩分布域であることを考慮し，一律
に a = 0.5, 1.0, 2.0, 2.5の値で試算してみた。そ
の結果，a = 2.5とした場合に推定値と計測値の
対応が最もよいことが明らかとなった。迂回係数
が比較的大きな値となる理由としては，泥岩の異
方性が高く，断層や褶曲構造などの地質構造が影
響している可能性などが考えられる。膠結係数
mは，既往ボーリングにおいて地下水の水質変
化が少ないと考えられる区間において実施された
電気検層結果を岩石の比抵抗 tR ，中性子検層結 

果等を間隙率 { として推定した。Katsube and  

Hume （1983）の提唱している表面容積比抵抗に
関しては，これを見積もるデータが得られていな
いことから，今回の検討では考慮に入れないこと
とした。
　電磁法解析結果に基づく推定値と地下水サンプ
ル及び孔内電気伝導度検層結果による測定値の対
比を図 16に示す。同図から次のことが読み取れ
る。

　i） 間隙水（地下水）比抵抗値 1Ω・m以下，
すなわち塩濃度の高い領域では，電磁法結果に基
づく算出値と地下水サンプル・孔内電気電送度検
層結果による測定値とは良好な相関をなす。
　ii） 間隙水（地下水）比抵抗値が 1Ω・m以上，
すなわち塩濃度の低い領域では，算出値と測定値
のバラツキが大きく，概して測定値よりも算出値
は低く見積もられる傾向にある。
　すなわち，塩濃度の高い領域では，Archie

（1942） の式に基づき，電磁法によって得られる
比抵抗値から地下水の塩濃度の推定が可能なこと
が示される。また，塩濃度の低い領域で地盤比抵
抗からの算出値が低い傾向にあるということは，
間隙水比抵抗の影響が小さくなり，代わって表面
容積比抵抗の効果が強くなるという Katsube 

and Humeモデルが成立することが示唆される。
地盤比抵抗から塩濃度を推定するためには，別途
表面伝導現象に係るパラメータを見積もる必要が
あるものと考えられる。
　以上の検討から，地下水の塩濃度を推定するた
めには，間隙水比抵抗 1Ω・m以下の領域では，
地盤の比抵抗，地層比抵抗係数，水飽和度が求め
られれば，地下水の塩濃度が推定できる可能性が
あると考えられる。このことは，一般的な海水の
比抵抗が 0.3Ω・m程度であることから，淡水－
汽水領域の下位に存在する海水や古海水，化石海
水などを対象とする場合には，電磁法の適用と地
層比抵抗係数を推定する他の手法とを併用するこ
とで，塩水領域の塩濃度分布や塩水－淡水境界の
空間形状が推測できる可能性が示される。迂回係
数や間隙率は，一般に岩石種や岩石密度，弾性波
速度などとの相関が強い物理パラメータであるこ
とから，ボーリングコアに基づく地質区分や岩石
試験，検層データ，弾性波探査，トモグラフィな
どの調査手法との組み合わせにより推定できる可
能性があると考えられる。ただし，これらの手法
の合理的な適用方法については，今後の検討課題
である。
　なお，これまでの検討結果について，電磁法の
地質環境調査への適用性という点で整理すると，
以下のようにまとめることができる。
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　i） 淡水の地下水領域では，地盤比抵抗を決め
る大きな要因は，間隙率や表面容積比抵抗といっ
た地質構成に起因するパラメータであるので，電
磁法は，地質分布や地質構造の調査技術として適
性が高い。
　ii） 塩水の地下水領域では，地質に応じて間隙
率が変化するような場合でないと地質構造の把握
は難しくなる反面，地下水塩濃度を推測したり，
塩水分布形状を可視化する調査技術として利用で
きる可能性がある。

V．ま と め

　本研究では，信頼性の高い断層把握手法の開発
や地下水理情報の取得を目指し，地質環境調査技
術としての電磁法探査技術の高度化を図った上
で，米国カリフォルニア州モンテレー湾において
断層調査の目的で海底電磁法を適用するととも
に，北海道幌延町において地下水水質分布調査へ

の適用に関する検討を行った。
　その結果，海底電磁法の適用により，既往調査
では周辺の情報からの推定にとどまっていたエリ
アにおいて，ネービー断層分布の地下への延長，
複数箇所での測定による断層の連続性を確認する
ことができた。また，地下深部の岩相分布を推定
することが可能になった。さらに電磁法解析結果
から得られる比抵抗分布の特徴は，岩盤の硬軟や
割れ目発達度，変質の程度，あるいは間隙率や透
水性の分布などに関連する情報をもたらす可能性
が示唆された。海底電磁法探査の適用結果は，断
層の位置情報に関しては沖合のマルチチャンネル
式音波探査に比べると精度的に劣るものである
が，音波探査の適用困難な環境（沿岸・結晶質岩
域）への適用が可能であり，本手法は，既存調査
技術の短所を補う技術として位置づけられる。ま
た，同時に岩盤の性状（例えば，亀裂密度など）
に関連する情報が得られるのは，本手法の特徴で

図 16　 3次元電磁法解析結果に基づく地下水比抵抗値（推定値）と実測地下水比抵
抗値との対比（迂回係数を 2.5と仮定）．

Fig. 16　 Comparison of resistivity data between electric logging and water sampling in 
boreholes, based on the analytical results of 3D electromagnetic （The tortuosity 
was assumed to be 2.5）.
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あり，地質環境調査における本手法の適用性の高
さを示すものと考える。今後は，多様な地質環境
への適用試験により実績を蓄積し，本技術の特
性，技術的課題を明確にし，地質調査技術として
の信頼性を向上することが重要と考えている。
　一方，地下水の水質評価への適用に関する検討
では，実際のフィールドにおいても，塩濃度分布
の高い領域を対象とした水質分布調査の可能性が
示されており，引き続き間隙率分布調査などとの
合理的な調査技術組み合わせを検討していくこと
で，有効な技術基盤整備が図れるものと期待され
る。
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